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1は じ め に
1907年に ライプツ ィヅヒ商科大学に監査人養成 のための課程 が設置 され てか
ら今 日にいた るまで,ド イツにおけ る監査 制度 は,企 業倒産や新 しい会計実務
の進展に よって影響 されつつ,し か も同時に,さ まざまな法律の発 令お よび改
正をつ うじて発展 して きた。すなわち,多 数の重大 な企業倒産 を契機 として,
株式会社 の財務諸表に対 して独立の監査人 に よる監 査 を 要 求 し た,1931年9
月19日付 の帝国大統領令(VerordnungdesReichsprasidenten6berAktienrecht,
BanlcenaufsichtundttberSteueramnest三ev・m19.9.1931)が発布 され,同 年12月
15日には法律上 の決算書監査に関す る実 施 規 則 で あ る 監査実施細則(Durch-
fithrungsverord皿ngvom15.12.1931)が公にされ,ま た,1935年以後 においては,
各州がそれぞれ の規則を発令 して きたのであ る。 しかしなが ら,こ うした法律
上の分裂状態は1961年7月24日付の経済監査士条令(Wirtschaftsprtifer・rdnung)
の導入 に よって 克 服 さ れ,同 時に,職 業 自治(連 邦および西ベル リンを含む)も
確i立された のであ る。 なお同条 令は1975年8月20日に改正 され 今 日にいた って
い るのであ るω。 ・
1981年12月31H現在で約4,100名の経済監査士 とほぼ800社の監査法人 が約
2,100社の株式会社 とそれ 以外 の2,700社の義務監査をお こな ってい るのであ る。
しかし,ヨ ー ロヅパ共同体第4次 指令 の国内法へ の導入に ともな って,監 査対
象の拡大 が予定 されている(ほぼ50,000社にのぼる追加企業が被監査会社となる)と
ころか ら,今 同,監 査制度をめ ぐる問題が活発に議論 され るよ うになったので
ある{2)。
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その よ うな議論 を代表す るもの として,1977年にボ ッホ ムで開催 され た監査
制 度をあ ぐるシンポジウムでの議論③ をあげ ることがで きる。 そ こでは,リ ー
スお よび年金 引当金な どの新 しい会計実務の進展,粉 飾決算{4),企業倒産お よ
び判決 と経済監査士の職業上 の地位,義 務監査,そ し て また監査対象(年 次決
算書)な どとの関連 について,活 発な専門的議論が お こなわれ たのであ る。そ
の際 と りわけ,経 済監査士 の 「独立性」(Unabhtingigkeit)がきび し く問われた
のである⑤。
.以 下,本 稿では,現 代の西 ドイ ツ に お け る監査制度の改革 をめ ぐる諸問題
一 と りわけ,経 済監査士 の独立性,監 査対象,'監査規範お よび監査理論一
が,今 後 の研究のためのいわ ぽ予備的作業 として,考 察 されてい る。'
mKaminski,Horst,WirtschaftsprttfunginDeutschland,in:Handw6rterbuch'dei
Revision,hrsg,vonAdolfG.Coenenbergu.Klausv.Wysocki,Stuttgart,1983,
Spt.1753-1754t
(2プ・.Wy…ki,Kl・usTh6FO…hDirecti…nとG・ ・m・ny,in、EECA,cbunti。g
Harmonisation:ImplementationandImpact'oftheFourthDirective,Editedby
S.J.GrayandA・G.Coenenberg,Amsterdam,1984,PP.55-56;LtiCk,Wolfgang,
、P・bli・Acc・unti・gi・W・・tG・・m・ny・inll,・t・m・ti・n・IA・・C nti・g・N・wY・・k,
1984,p.337.
(3)WirtSchaftsprtifungheute:EntwicklungoderReform?EinBochumerSym
posion,hrsg.vonWaltherBussevonColbe'u.MarcusLutter,Wiesbaden,1977.
(4)前年 度 の年 次 決 算書 か らは 認 識 で きなか った よ うな異 常 な 大 き さの損 朱 が突 然 に
明 らか に され た例 と して,Herstatt社とHessischenLandesbankがあ げ られ て い
る。
(5)この点 につ い て,Lufthansa社とHerstatt社の 例が 指 摘 され て い る。
ll経済監査士の独立性
じ 　 ケ
経済監査士め職業法は1961年7月24日付の経済監査士め監査規則に関する法
メ へ
律(Gg・e・ ・tiberdi・P・atung…d…gd・rWi・t・ch・f・・p・Uferv・m24.'7.1961)aこお
いて雛 されて"る:そ楓 そ臓1975年8月2・Heこ改訂され細 ぼ た
って い るω。
(271)ド イツ監査制度研究序説81
また経 済 監査 士 業 の職 務 領 域 につ い て も法 律 に よ って 確定 され て い るの であ
る。 と りわ け,株 式 会 社(お よび信用機関,保 険会社等)に つ い て,法 律 で規 定
され た 決 算 書監 査(定 期的義務監査)お よ び 公 開法(Publizitatsgesetz)による監
査 を 実 施す る際 に は,独 立 に(unabh5ngig),誠実 に(gewiSsenhaft),秘密 を よ く
守 り(verschwiegen),そし て責 任 感 を も って(eigenverantwortlich),その任 務 を
遂 行 し なけ れ ぽ な らな い こ と,そ し て,と くに,監 査 報 告 と意 見 表 明 を お こな
う際 に は,公 平(unparteiiscb)に行 動 しな けれ ば な ら な い;と され て い る ので
あ る(2}。
こ うした 職業 上 の 任 務 を 果 たす た め に,1961年7月24日付 の経 済 監査 士 条 令
に も'とつ い て,経 済 監 査 士 会 議 所(Wirtschaftsprtiferkammer)が公 法 上 の 団 体
(K6rperschaftde、・6ffentlichenRechts)として設 置 され た の で あ る。 ドイツ連 邦
・共 和 国 お よび 西 ベ ル リン に お け るす べ て の経 済監 査 士 お よび経 済 監 査 会社 は こ
の会 員 に な る こ どが義 務 づ け られ て い る の であ る。
経 済 監 査 士会 議 所 の任 務 に は,と くに,会 員 の職 業 上 の利 益 の促 進 と擁 護,
身 分 法 上 の 諸 問題 に お い て会 員 に助 言 を 与 え た り啓 発 した りす る こ と,会 員 の
職 業 上 の活 動 につ い て の監 視 な らび に 公 的 な職 業 登 録 の 指導 とい った こ とが含
まれ てい る聞。
さ らに ま た,経 済 監査 士 協 会(lnstitutderWirtschaftspr口fer)が設 置 され て い
る。 この協 会 は,義 務 監査 の た め に 新 た に 創設 され た経 済 監査 士 とい う職 業 に
義 務 監査 が 移 行 し た 後 に,1932年2月15日 に,監 査 お よび信 託 協 会(lnstitut
ftirdasRev三s1・ns・undTreuhandwesen)から生 じて きた もの な ので あ る。 こ うし
て創 設 され た 経 済 監 査士 協 会 は ドゥセ ル ドル フ市 に 置か れ,1954年11月に,社
団法 人 ドイツ経 済 監 査 士 協 会(lnstitutderWirtschaftsprttferinDeutschlande.V,)
と改 称 され た。社 団 とい う法 形 態 を とる この 協会 の会 員 に は,す べ て の経 済 監
査士 お よび経 済 監 査 会 社,か つ て経 済 監査 士(お よび宣誓帳簿監査人)で あ っ た
人,な らび に,経 済 監査 士 で は な い経 済 監 査 会 社 の代 表 者 が な り うる。 加 入 は
任意 で あ るが,当 協 会 に は ほ とん どす べ て の経 済 監査 士 と経 済 監査 会 社 が 属 し
て い るの であ るω。
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この協会の任 務は,経 済監査士 とそ の職業上の後進 に対す る専門的な奨励を
な し,職 務遂行 を独立的に,自 己の責任 において,し か も監査をお こな うため
の諸原則を支持 し,会 員に よるそ うした原則の遵守 を保証す るところにある。
こ うした任務 を果 たすために,会 計報告(税 務を含む),監 査上の諸問題 につ
いての専門意見 お よび態度の表明をお こな っているのである。 また,そ うした
表 明の審議のために,名 誉 会員に よる専 門委員会 が置かれてい る。 その審議 の
結果は月2回 定期的に刊行 され る専門誌r経 済監査』(DieWirtschaftspritfung)
において,な らびに,そ の会 員のために毎 日出 さ れ る ニ ュー ス(Fachnachri・
chten)において公表 され てい る(5)。
さて,株 式法第148条に よれぽ,取 締役会は事業年度の最初の3ケ 月以内に,
前事業年度 の年次決算書(貸 借対照表および損益計算書)な ら び に 営業報告書 を
作成 し,そ れ らを決算書監査人に提出 しなければな らない ことにな ってい る⑥。
そ して決算書監査人 に よる監査終了後,年 次決算書,営 業報告書,監 査報告書
お よび利益処分案が監査役会に提出 され る(株式法第162条)。監査役会はそれ
らを1ケ 月以内に監査 し,承認 し,そして報告 しなければな らない(株式法第170
条および第171条)。また取締役会は,監 査役会の報 告を受けた後,遅 滞 な く,株
主総会を召集しなければな らない(株 式法第175条)。そ して株主総会(事 業年度
終了後8ケ 月以内)に おいて,年 次決算・書,営 業報告書お よび利益処分 案が承認
され る の で あ る。取締役会は こ うして確定 された年次決 算書を公表(官 報およ
び商業登記所での公表)し なければ ならない ことにな ってい る(株式法第177条お
よび第178条)。これ を まとめれば,次 頁 のよ うにな る⑦。
ところで,そ うした監査 の過程は,法 令お よび定款な らびに 「正規 の簿記 の
諸原 則」(GrundsatzeordnungsmaBigerBuchftthrung)にもとつ いて,取 引の記帳
か ら年次決算書の作成に までわた ってい る。 ベ トケ(J.Baetge)はこれ を次 の
よ うに図示 してい る{8)。
こ うした過程のなかで,監 査人は法令,定 款 お よび 「正規の簿記の諸原則」
をその判断形成 のための よ りどころ,つ ま り,規範(これは規準対象(Sollobjekte)
とよばれている)として,こ れを被監査会社 の会計制度から選 び出 された監査対
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1965年株式法にもとつく決算手続
一 取締役会による年次決算書(貸借対照表および損益計算書)
ならびに営業報告書の作成(3ケ 月以内)(第148条)
↓
決算書監査人による監査および報告
(第162条)
「
1_一↓
年次決算書,営業報告書
および監査報告書プ
ラス処分案
監査役会による監査(1ケ 月以内)
(第162条)
↓
監査役会の報告を受けた後,遅滞なく,取
締役は株主総会を召集する(第175条)
↓
株主総会(営業年度終了後8ケ月以内)に
おいて,年次決算書,営業報告書および利
益処分案が承認される
t
取締役会による年次決算書および営業報告
書の公表(官報および商業登記所での公表)
(第177/178条)
取引に関
する情報
法令,定 款および「正規の薄記の諸原則」
(=規準対象(Sollohiekte)に対する規範)
証愚書類
の
作 成
勘定への
配 分
記 帳
勘 定
の
締 切
決算概要
書の作成
年次決算
書の作成'
＼ ＼ ＼1///
＼ ＼＼i///
、 、 ●',
ブ イー ドパ ッ ク
年次決算書
かちの情報
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象(こ れは実在対象(lstobjekte)とよばれている)と 比較す るのであ る。そ して も
しそれ らの間に差異が生 じてい るとす るならば,そ の差 異が分析 され,全 体 と
して正規性(OrdnungsmaBigkeit)を有 してい るか ど うかについて の判断が下 さ
れ るのであ る。そ して財産状態 お よび財政状態につ いて監査済み と判断 されれ
ば,監 査人は情報 の受手(Adressaten)に対 して,年 次決算書 の正規性について
のみず からの判断を報告す るのである⑲)。
しかし,こ うした判断の信頼性は,監 査人の 「独立性」(Unabhsngigkeit)と
「不偏性」(Unbefangenheit)とを前提 としてい るのであ る。
1965年株式法(第163条および第164条)ならびに経 済監査士条令(第43条およ
び第4g条)には,決 算書監査の独立 した しか も偏 らない公平な実施を確保す る
ための規定 が含 まれ てい る。す なわち,株 式 法第164条第2項 お よび第3項 に
よれば,経 済 監査士 または経済監査会社は,被 監査 会社 との間に一定 の人的お
よび会社法上 の関係が存在 してい る場 合(例 えば,被 監査会社もしくはこの会社と
資本的に結合している企業の取締役 もしくは監査役となってい る場合)に は,決 算書
監査 人 として活動す る ことがで きない ことにな ってい るのである。そ して株式
法第164条に対す る違反は決算書監査人 の 任 命 の 無 効,な らびに,株 式法第
256条第1項 の3に したが って,年 次決算書 の無効に もつながるの で あ る。 ま
た,株 式法 第163条第2項 は,取 締役お よび監査役 ならびに一定の資格を有 し
た株主に対 して,選 ばれた決算書監査 人 とは別 の監査人 を任命す ることを法廷
に 申請 す る権 利を与 えてい るのであ る⑩。'
この よ うに,監 査人 の独立性については,株 式法上,厳 しい規定 が設け られ
てい るのであ る。
また,経済監査士がその業務を遂行する際にしたがうべき規範としては,経
済監査士条令と経済監査士会議所の業務指針がある。.
経済監査士条令第43条第1項は経済監査士に独立した業務執行を義務づけて
いる一方,同第49条は経済監査士にそct)委託された業務の遂行に際して偏った
見方をするおそれがある場合には,みずからの活動を拒否しなけれぽならない
ことを要求している。その際,経済監査士は,思考上(gedanklich),外部にい
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る第 三 者 の 立場(PositioneinesauBenstehendenDritten)に立 ち,そ し てそ うし
た こ とが は た し て経 済 監 査 士 の 独 立 性 に対 す る疑 念 を ひ き起 こし うる もの であ
るか ど うか を判 断 し なけ れ ば な らな い の であ る。 この 点 に つ い て,r1981年版
経 済 監 査 士 ハ ン ドブ ヅ ク』(Wirtschaft8prロfer・Handbuch1981)は,経済 監 査 士 は
偏 ってい る とは 思 って い な い し,内 的 に 自由 であ る こ とを 明 確 に し て お り,基
準 とな る のは,は た して 第 三 者 が あ らゆ る状 況 を合 理 的 に 評 価 して 決 算 書 監査
人 の偏 見 の ない こ とお よび 客 観 的 な 立場 を 疑 う動 機 を もち うるか ど うか とい う
こ とで あ る,と し てい るの で あ るap。
さ らに,経 済 監 査 士会 議 所 は,経 済 監 査 士 条 令 第57条第2項 に し た が って,'
1977年12月1日に 「経 済 監 査士 業 務 指 針」(RichtlinienfurdieBerufsausobung
derWirtschaftsprtiferundvereidigtenBuchprtifer)を確 定 し た。 この指 針 には 経
済 監 査 士 がそ の業 務 遂 行 に 際 し て 遵守 し なけ れ ば な らな い 要 求 が 含 まれ て お り,
そ こで は と くに,経 済 監 査士 がそ の確 認,判 断 形 成 お よび 意 思決 定 に 際 し て独
立性 と不 偏 性 を 損 な い うる 影 響 要 因,条 件 お よび 配 慮 か ら 自由 で な け れ ぱ な ら
な い こ とが強 調 され て い るの で あ る⑫。
こ こで い う独 立性 とは,決 算 書 監 査 人 の 内 心 的態 度 とい うカテ ゴ リ ィ(基 礎
的観念)と い った も の な の で あ る(DieUnabhangigkeitisteineKateg・rieder
innerenHaltungdesAbschluBprOfers)。そ れ は 経 済 監 査士 の 個 人 的 特 質(pers6nliche
Eigenschaft)とい った もの な の で あ る。 決 算書 監 査 人 がは た し て実 際 に こ うし
た特 質 を 有 して い るか ど うか とい う こ とは,直 接 確 認 す る こ とは で きな い の で
あ る。 個 々の 事例 に お い て,そ うした ものが 存 在 し てい るか 否 か に つ い て は,
た だ,監 査 人 の具 体 的 な 監査 決 定 か ら のみ(nurausseinenkonkretenPrlifungs・
entsche▲dung)ある し る し(einIndiz)が獲 得 され るにす ぎな い の で あ る㈱。
こ うし た独 立 性 が,理 論 的 に,被 監 査 会社 か ら も,ま た,利 害 関 係 を 有 して
い る第 三 者 か ら も,脅 か され て お り,し か も,独 立性 の危 機 は 決 算 書 監 査 人 と
被 監査 会社 もし くは 利 害 関 係 を 有 して い る第 三 者 との経 済 的 お よび 個 人 的 関係
か ら も生 じ うるの で あ る。 ここで 利 害 関 係 を 有 して い る第 三者 とみ な され る の
は,と くに,個 人 株 主,株 主 集 団,企 業 の債 権 者 と くに 銀 行,さ らに,企 業 の
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経 営者であ る。実 際の可能性は,こ こでは,き わめて多様 な形態を と りうる。
ここでは,た だ,決 算書監査人のいわゆ る 「顧客 としての従属性」(Kundenab-
hangigkeit)と経済監査会社 と被監査会社 との聞の 「資本的結 び 付 き」(kapital・
maBigeVerflechtung)とV・う問題だけを指摘す るに とどめ てお くこ とにす るae。
この種の独 立性の危機は理論的な意義を有 してい るだけではない。 文献にお
いて も,実 務 におけ る決算書監査人の独立性 の危機が指摘 されてい るのであ る。
そ の原 因の一つ として,法 規定 の不十分 さが指摘 されてい るのであ る。 上述の
、諸規定 も,経 済 監査士 の独立性を保証す るには十分ではない ことが指摘 され て
い るのであ る⑮。
こ うした状況の もとにおい て,現 行法の枠 内で監査 人の独立性の強化 をはか
ろ うとす る行 き方 と,あ らたな立法措置を講 じるべ きであ るとす る行 き方 とが
み られ るのであ る。例 えば,経 済監査士 が被監査会社 の大株主であ る場合には
決算書監査 人にはなれ ない とい うように,現 行 の株式 法第164条第2項 および
第3項 の除外理由を拡大解釈す るこ とができるし,ま た,経 済 監査士条令第57
条第2項 の10にしたが って,経 済監査士 の厳 しい試験 と同時に絶 え ざる教育に
よって,専 門的資質 の向上をはか り,経 済監査士 の独立性の強化 をはかろ うと
す る行 き方が考え られ る。他方,そ れ以上に出て,立 法措置に よって,決 算書
監査人 の独立性の強化をはかろ うとす る行 き方が考え られ る。 ヨー ロ ッパ共 同
体第5次 指令の草案の第62条は,会 社 だけ でな く,株 主お よびそ の他 の第三者
も,決 算書監査 人の義務違反に よって損害を受けた時には,損 害賠 償を請求す
べ きであ るとい うよ うに,決 算書監査人 の損害賠償義務の拡 大を規定 してい る
のであ る。 また,独 立性 の強化手段 として決算書監査 人の再 選の制 限が推奨 さ
れた り,大 企業 については,決 算書監査を複数 の独立の監査 人 もし くは監査 会
社に よってお こなわ せ ることが 提 案 さ れ た り,「顧客 としての従属性」(Kun・
denabhtingigkeit)を制 限す る た め に,報 酬が決算書監査人の総売上高の一定 部
分(例 えば25パー セン ト)に達 してい るか もし くはそれ を超 えてい る場 合には,
監査を引 き受けては ならない とい うことが提案 された り,さ らには,近 時強 く
主張 され てい るのであ るが,経 済監査士に対す る監督機能を もつ国家機関(例
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えば株式局(Aktienamt)といったもの)を 設 置 すべ きであ るとする提案がな され
てい るのである個。
決算書監査人の独立性 と不偏性が将来におい て法律上 どの よ うに保証 され る
かは,基 本的には,ヨ ー ロヅパ共同体加盟諸国の枠内におけ る会社法規定の調
和化 の程度に依存 し てい るのであ る。 これ まで,ヨ ー ロッパ共同体委員会か ら
二つ の指令 に対 してい くつ かの提案がなされ た。そ して,そ れ らは,決 算書監
査 人の独立性 と不偏性の問題 につ いても一定 の態度を表 明しているのである。
す なわ ち・1972年の ヨー ロヅパ共同体 第5次 指令(構造指令)の 提 案 は,決 算
書監査人の選任,そ の報酬 お よびその責任 とい う諸 問題 を規制 しているのであ
る。 また・第8次 指令(貸 借対照表監査人指令一 これは1982年3月1日付の最終の
未発表草案であるが)の 提 案は,決 算書監査人 の許可 と資格,資 本結合,株 式所
有 および顧客 としての従属性 に関す る規定を含め てい るのであ る。
貸借対照表指令法(Bilanzrichtlinie・Gesetze)の政 府 草 案は,ヨ ー ロヅパ共同
体 委員 会の提案を部分的に先取 りした形で,決 算書監査人の独立性 と不偏性を
確 保す るために,株 式法上 の規則 を拡大 しているのであ る⑰。
決算書監査 人の独立性が ヨー ロヅパ共 同体委員会 の中心的関心事にな ってい
ることを,ヨ ー ロ ッパ 共同体第8次 指令(1982年3月1日付草案において)の 第
11条の1が 明示 している。そ して,そ れは,監 査 委任を,要 求 され てい る独立
性を もってお こなわ ない者に対 して適 切な制裁を加えることを加盟各国に義務
づけてい るのである。監査 人の従属性(非 独立性)は,被 監査会社に対す る財務
的お よび資本的結合において理 由づけ ることができるのである。それ 故,第11
条9は,決 算 書監査人が被監査会社の株式を所有す るか または貸付金 を受けて
い るとヵ・,あるいはその他 の便宜を受け ることを決算書監査人に禁止 してい る
のである。決算書監査人 の独立性は,単 一委任(einzigesMandat)に対 す るあ ま
りに も強す ぎる財 務的 な結びつ きに よっても害 され るので,第11条は,1979年
12月18日付の最終公開草案において,受 取 られ るべ き報酬 が収入全体 の10%と
い う限度を超 える場合には,監 査委任 の禁止(除 外)を 規定 したの で あ る。 し'
かし,こ の規定は,1982年3月1日付の未公開草案においては,も はや存在 し
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なか ったのであ る。 もう一つの 目標設定,す なわち,職 業外 部の者が決算書監
査人にお よぼす 影響 の可能性を排 除す るとい う目標設定には,第2条1に おい
て確定 されたいわゆる資本結合 が有効 とな る。 それに よれ ば,決 算書監査人 と
して認め られ るのは,そ の資本金お よび議決権が,個 人的 に も決算書監査 人で
あ る者に多数を 占められ てい る よ うな会社 だけ なのであ る⑱。
また,貸 借対照表指令法の政府草案に含 まれ ている諸規定 は,部 分的 には,
これ までの株 式法上 の規則に従 ってい る。 しか しなが ら,さ らに加え て,経 済
監査士会議所 の職業指針 もし くは ヨー ロ ッパ共 同体第5次 または第8次 指令の
提案 あるいは監査 の独立性をめ ぐってお こなわれた議論を もとにして,諸 原則
の拡大 とい うものがおこなわれてい る。 しかし,決 算書監査人 の選任方法は,
依然 として,こ れ までの株式法に よって裏付け された枠組 のなかに とどまって
いるのであ る⑲。
経 済監査士の立場は,彼 が決算書 の監査に取組む 自由職業 の担い手 として社
会的(公 的)な 任務を 自覚 してい るとい うことで特徴づけ られ るべ きで あ る。
こ うした職務を遂行 し うるのは,た だ,彼 がみず からの業 務履行 におい て独立
してい る場 合だけであ る。 ところが,現 行法は,そ の現在 の実務において,決
算書監査 人の こ うした独立性を十分に保証 していないのであ る。 とくに,経 済
監査士 が同一企業に対 して コンサルテ ィソ グと決算書監査 とを同時にお こな う
ことに対 して,そ の独立性 に疑念が もたれているのであ る。 そのため にも,独
立性 の強化が要 請 され るのである。将来 の法律に おいては,決 算書監査人の選
任 が より長 い期間にわた って規定 され ることになろ う。その際,し か し,と り
わけ,経 済監査士会議所 の職業監督の効率 が改善 され るべ きであ るこ とが指摘
され てい る。つ ま り,職 業監督法上の処理 におけ る経 済監査 士の守秘義務を廃
止 し,そ して,決 算書 の監査に含め られ る企業に対す る経済監査士会議所 の情
報提供法(Auskunfsrecht)の創設 が提案 されてい るの で あ る。 とい うの も,そ
の よ うな規制は,自 己管理に基づい てい る経済監査士 とい う職業構造 の信頼を
か ち とり,か つ また,株 式局(Aktienamt)とい った ものを通 じての国家統制の
導入に結びつ くよ うない っそ うの改編を回避す ることにな るからであ るとされ
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て い る の で あ る②0。
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田 監査概念と監査規範
さて,簿 記の 「外面的な 正規性」(5ttBereOrdnungsmaBigkeit)の監 査 は,多
くの学者に よって,「形式監査」(f。rmellePrtifung)とみな され ている。そ して
貸借対照表項 目の 「評価 の正確性」(RichtigkeitderBewertung)の監査は 「実質
監査」(materiellePrtifung)とよばれてい るω。
アー ドラー/デ ュー リン ク/シ ュマル ツ(Adler/Dttring/Schmaltz)によれば,
形 式監査 とは,会 計(報 告)の 外面的な正規性 をねら って お り,し た がって,
それ は主 として次の二つQ特 徴 に よって規定 され る としてい る。 すなわ ち,(1)
すべての取 引を,会 社の証遵,帳 簿お よびその他 の資料においてきちん と把握
す ること(ordnungsmaBigeErfassung),そして(2)年次決算書の項 目にいた るまで
の計算のすぺ ての段階におけ る数 資料を正確に加工す るとい う二つであ る。 そ
の際,商 法 お よび税法の形式規定 ならびに 「正規 の簿記の諸原則」 の要求 して
い るところが守 られていなければ ならない。 これ に対 して,実 質監査 では,年
次決算書の個 々の項 目の内容的な正確性,と くにその評価を確認す るとい う方
向に 目が向け られてい るのであ る{2)。また 『経済 監査士ハ ン ドブ ック』 もこれ
と同様の見 解を とってい るのである。
実務において,形 式監査 と実質監査 とを明確に区別す るこ とは困難 であ り,
む しち,両 者 は相互補完的関係にあるといわれ ている。 しか し,近 時の コン ピ
ュー タに よるデー タ処理(EDV)の進展に よって,形 式監査が重要度を高めて
きてい る点,そ し て さ ら に,記 帳 の 「形式的 な正規性」(formelleOrdnungs・
maBigkeit)の確認には,「税務上の外部監査」(steuerlicheAuelenpritfung)の枠 内
において,重 要 な意義が付与 され てい る点には注 意してお く必要 がある。つ ま
り,税 務 当局は基礎資料 が形式的 に正規性を有す るものであれば,そ の統制 を
限定す ることができるとい う意味 で,形 式監査が重視 され てい るのであ る{3)。
こ う'した監査についての定義 の最 も重要な構成要素が 「規準一 実在 の比較」
(Soll-lst・Vergleich)である。 ここでは,監 査 され るべ き対 象 もし くは要素(被 監
査対象もしくは被監査要素)が 実在対象(lstobjekt)とよばれ ている。 これには監
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査 され るぺ き部分対象 もまた全体対象(例 えば,年次決算書)も 含 まれ る。 規準
対象(S・110bjekt)とよばれ る ものは,監 査対象の発生 に関連す る規則(Ordnun9)
に したが って存在 しなければな らない,全 体対 象お よび部分対 象である とされ
てい るω。
前 もって与 えられてい る規範(N・rmen)からそ うした規準対 象を導 出す るこ
とに関しては,二 つ の問題が提 起 され てい る。す な わ ち,a)監 査規範の源泉
とb)監 査 に関連す る諸規 範間の関係につ いて,問 題 が提起 され ているのであ
る。
a)監 査規範 の源泉
フォソ ・ヴ ィズ ォッキ イ(vonWysocki,K)は,監査 規範 の源泉に したが っ
て参監査 のための規範 の次の よ うな体系化を試みてい る。
1)メ タ経営的規範(MetabetrieblicheNormen)
メタ経営的規範 とは,監 査 され るべ き経 営の外部に存 在してお り,そ れ故,
監査され るぺ き経営に よっては(直接的には)影響 されえない規範 を意味 してい
る。 この メタ経営的規範 に属す る ものには,人 間行動の 目的 と手段 についての
一般的 な基礎観念 としての 「倫理規範」(ethischeNormen)と広義 の法規定に よ
って確定 されかつ是認 され てい るよ うなすべての行動原理(Handlungsmaximen)
とい う意味 での 「法規範」(Rechtsn・rmen)がある。 この法規範 は個別経営の利
害を経営外 のお よび経営を超えた利害に対 して限定す る機能を もってい るので
あ る。 こ うした機能のために,法 規範は経営外 の場所をつ うじて是認 され るの
である。それは,そ れの遵守 が経営上の利害,目 標,計 画等に違反す るもの と
して明らかにな る場合におい ても,拘 束力を有 してい るのであ る⑤。
2)経 営的 目標規範(BetrieblicheZielnormen)
目標規範 とよばれ るのは,直 接 的にかあ るいは間接 的に,個 人 もし くは機 関
(lnst;tution)の目標設定か ら導 出され うるよ うな形成原理(Gestaltungsmaximen)
であ る。経 営上の処理方法お よび構造は,は た して,そ れ らがそれぞれ前 もっ
て与え られ た 目標 を達成す るのに適切であ るか ど うか とい う点で判断 され る。
この 目標 規範を用 いて監査を おこな う際に生ず る主な困難 さは,個 々の監査対
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象に対す る規 準対 象を導出す るところにあ る。すなわ ち,監 査人は彼がその時
時 の実在対 象 との比 較のために必要 とす る規範対 象の構成に とって必要な メル
クマールを,経 営の全体 目標 またはその部分 目標お よび下部 目標か ら導出 しな
けれ ばな らない とい うことである。
しか しなが ら,目 標規範 の発見 に際 しては,監 査人は しばしば一定 の補助数
値(HilfsgrδBen)を用い る ことが で き る。 例えば,計 画予定 値から導 出された
規範(Planungsnormen)ならびに経営比較 か ら獲得 され た 規 範(Betriebsverglei・
chsn・rmen)も考慮 され るの であ る{6)。
b)監 査関連的規範 間の関係
実在対 象のただ一 つの監査 関連的 メル クマールに対 してい くつ かの規範が存
在 してい る時 に は,常 に.,直接 的な規範 競合(Normenkonkurrenz)とい うもの
が存在す ることにな る。 もし実在対象に関す るすべ ての規範が同一 の特徴を要
求してい るとす るならば,そ の よ うな規範競合は問題 とならない。 しか し,も
しそれ ら規範 か ら異 な る特徴を もつ規範対 象が導 出され る(導 出されなければな
らない)と す るならば,そ れ は規範 間の対 立(Normenkonflikt)につなが る。 例
えば,あ る財産対象物 に対す る商 法上規定 され た評価(額)が,「 真実に してか
つ公正 な る概観」(trueandfairview)とい う原 則にしたがえば生 じ うるはずの
評価(額)か ら乖離す る場 合には,規 範間の対 立 とい うものが存在 し うる。
規範競合 に よって生 じる規範 聞の 対 立 の解 消 は,ま ず,い わゆ る 「規範支
配」(Normendominanz)}こよってひ き起 こ され うる。す なわ ち,た だ一つ の規
範 の支配に よって,規 準対 象の導出に際 して,残 りのすべ ての競合的規範が考
慮 されない ままに され る とい うこと で あ る。法規範(Rechtsnormen)の領 域に
おいては,法 解釈の一定 の原 則が こ うした処 理方法を指摘 してい る。す なわ ち,
もし一般規定 と特殊 規定 との間に想定 され る規範競合が存在 してい るとす るな
らば,特 殊規定が一 般規定 を支配 しなければ ならない,と い うことである。
この ことを別にす れば,直 接的 な規範 の競合が あ る場合に,ど の規範 が支配
しなければな らないか,も し くは支配 し うるか とい うことは一般的には確定 で
きない。 しか し,明 らかな ことは,大 抵の場 合において,こ れ につ いての決定
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は,監 査 人 に は で きな い(i・demmeistenFallendieEntscheidunghieritberdem
Prnferentz。genist),とい う こ とで あ る。 それ は,多 く の 場 合 に,競 合 的規 範
の 関係 か らか,も し くは 監 査 規 則(Prafungs・rdnung)また は 監査 委 任(Prttfungs-
auftrag)から生 じる。 例 え ば,そ の 委任 が,"監 査 は一 法 の考 慮 か ら解 き放 た
れ て 一 経 営経 済 的観 点 に した が って お こなわれ るべ き であ る"と い うもので
あ る とす るな らぽ,そ の時 に は,規 準 対 象 を導 出 す る際 に,経 営 経 済 的 観点 が
支 配 しな けれ ば な らな い こ とは 明 白 とな るロ}。
ωSeicht,Gerhard,FormelleundmateriellePrtifung,1n;Handw6rterbuchder
Revision,a.a.O.,Spt,417.
(2)Ebd.,Spt.418-419.
{3}Ebd.,Spt.420.
(4)Le窟son,Ulricb,Revis輌on,begriflicheAbgrenzung,in:Handw6rterbuchder
Revision,a.a.O.,Spt.1296.
⑤v、Wysockl,Klaus,Soll-lst・VerglelchbeiderRevision,in:Handw6rterbuch
derRevision,a.a.0.,Spt.1404-1405.
{6)Ebd.,Spt.1405.
{7)Ebd.,Spt,1406-1407.
N正 規の決算書監査の諸原則
ところで,株 式法第162条以下の意味での株式法上の義務監査一 それ もと
くに年次決算書 の監査 を中心 とす る監査 一 を実施す る際に決算書監査 人の行
動 を導 くべ き 「個人を超えた規範 の体系」(SystemロberindividuellerNormen)と
もい うべ き も の と し て,「正規 の決算書監査 の諸原則」(Grundsatze・rdnungs・
maBigerAbschluBprafung)が導 出きれてい る。 この 「正規の決算書監査の諸原
則」 として理解 され てい るのは,簿 記,年 次決算書お よび営業報告書について
の株式法に したがって実施 され る監査が,立 法者がそ こに設定 している期待を
満足すべ きであ るとす るならば,守 られ るべ きすべ ての規範 である(1L
こ うした 「正規の決算書監査 の諸原則」 の個 々の構成要 素は法律 のなかには
っき りとあげ られ てい るのであ る。 したが って,そ の法規範 性(Rechtsn・rmcha・
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rakter)は明白である。 しかし,「正規の決算書監査 の諸原則」 とい う言葉その
ものは,「正規 の簿記の諸原則」 とはちが って,法 律上 明確 な形で見 い 出 す こ
とはできないの であ る(2)。
ここで とくに注意 しなければな らない ことは,「正規の決算書監査の諸原則」
その もの と,そ れ の職業上 の立場に よる解釈 とは厳格に区別 され なけれ ばなら
ない とい うことであ る。 「正規 の決 算書監査の諸原則」 その もの は,株 式法第
162条以下の法的な監査委任 と経 済監査士条令の監査人に対 す る要求 に 応 じ る
ために適用 されなけれ ばならない規則の総体 をあ らわ してい る の で あ るが,
「正規の決算書監査の諸原則」 の解釈は,直 接的 には,法 的効力を もた な いの
であ る。 したが って,係 争事件に お い て は,「正規 の決算書監査 の諸原則」の
内容につ いては,法 廷が事後的に決定す ることに なるのである(3}。
この ように,「正規 の決算書監査 の諸原則」は法的根拠を欠いてい る の で,
条件付 のあ るいは限定 された拘束力を もつ にす ぎないが,し か し,監 査 人は,
その職業団体が作成 した 「正 規 の 経 済 監 査 の 諸 原 則」(Gr皿dstttze・rdnungs
maBigerWirtschaftsprtifung)から,重 大な理 由 な し に,乖 離すぺ きでは ない と
い う原則は妥当す るのであ るω。
ところで,こ の 「正規性」(Ordnunggm5Bigkeit)とい う概念は,監 査 を実施す
るために存在 してい る規則(Ordnung)とい うものに したが うことを指示 してい
るのであ る。 そ うした規則が法 律 と判 決に よって示 され ていない限 りにおいて,
それは 不確定の,部 分的に認め られた,部 分的に実行 され てい るが,し か し
最終的には拘束力を もたない規則(Ordnung)とい う状態から,「正規 の経済監
査の諸原則」 お よび 「正規の決算 書監査 の諸原則」 をつ うじてのみ(nurdurch
GoWundGoA),できるだけ具体 的かつで きるだけ拘束力を もつ規則(Ordnung)
とい うものへ移行され うるのであ る。その際,常 に,次 の ことが考慮 され なけ
ればな らない。すなわち,文 献 において確信を もって主 張されてい る原則(im
SchrifttumtiberzeugendvorgetrageneRegeln)もこの規 則(Ordnung)の構成要 素 と
な り うるとい うこと,そ れ 故,ひ ょっとして,そ れを 「正規 の経済監査の諸原
則」 お よびF正 規の決算書監査の諸原則」 とい う法典(Kodex)とで もい うべ
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きものに と り入れ る以前に も,そ れを遵守す ることに よってのみ監査 目標が達
成 され うる限 りにおいて,拘 束 力を もつ ことになろ う,と い うことであ る(5)。
こ うした 「正規 の経済監査の諸原則」 の発布に関 して,経 済監査士 の職業上
の立場が判決 よ り上位を しめ る権 限は何 ら有 していないが,し か し,そ れ で も
なお,判 決 がたしかに完全には承認 していないが,し かし,な お決 して等 閑に
しない よ うな規範(Normen)を設定 してい るのである。 そ してそれを遵守 しな
い ことは,監 査 の欠陥につなが り,「職務上の手落」(Berufsversehen)もし くは
「義務の不履行」(Pflichtverletzungen)ともよばれ るこ とにな るのである(6)。
さて,監 査過程は,す でにみた ごとく,そ の中核要素 として,規 準対 象 と実
在対 象 との比較を含んでいる。 この規準対象は具体的 な 事 象(Sachverhalt)に
対 して発見 されなければ ならな い の で,「正規の決算書監査 の諸原則」 には,
この規準対 象の発見 のための原則(Regeln)も含 まれ ることに な る。 監査人 の
観点か らす れば,「正規 の簿記 の諸原則」 または法規定 の 解 釈 が 「正規の決算
書監査 の諸原則」 に含 まれ てい ることにな る。通常は,「正規 の簿記 の諸原則」
または現行の会計法 の解釈は,そ れ らが事象を会計(報 告)に お い て描出す る
際 に被監査 会社 に よってす でに遵守 され るべ きである限 りに お い て,「正規の
決 算書監査 の諸原則」か ら除外 され る。 しか し,監 査人は規準対 象の発見 に際
しては,追 加的な原 則一 したが って これは 「正規 の決算書監査 の諸原則」 の
対 象 となるのだが一 に拘束 され ることに なる。「正規の決 算書監査の諸原則」
は監査委任 とすべての部分過程一 すなわ ち,実 在対 象の発見,比 較対象 もし
くは規準対象 の発見,誤 謬の確認,判 断形成一 を規制 してい るのであ るσ)。
「正規の決 算書監査の諸原則」は,そ れ が 規範体 系 としてすべ ての個別事例
に対 して形式化 されていないか または形式化 し うるもの とな っていない とい う
点で,明 らか に,「正規 の簿記の諸原則」 と共通 し て い る。 それは,む しろ,
広い領域において,そ れぞれ の個 々の事例 に対 して規定 され るべ きであ る。一
見 明らかに,立 法者 もまた,監 査 の実施 と関連 してい るすべ ての問題 を法律 で
規制す ることはできな いであろ うし,し たが ってまた,硬 直 的な規範に よって
この領域におけ る発展 の可能性を妨げ る ことは適 切でない よ うに思われ る,と
96『 明大商学論叢』第68巻第3～7号(1986年2月)(286)
い うことから出発 してい るのであ る⑧。
しか し,ヴ ィズ ォッキ イ(v.Wysocki)は,「正規 の簿記の諸原則」 と 「正規
の決算書監査 の諸原則」 とのあいだにみ られ る相違 は,「正規 の簿記 の諸原則」
の遵守が商法,株 式法お よび所得税法において規定 され てい る の に 対 し て,
「正規の決算書監査 の諸原則」に対 し て は,そ れに相 当す る法律上の規定 が欠
けてい るとい う点にあ る一 しか もそれは形式的な ものであ る一 とし,そ の
ことを無視すれば,決 算書監査人 に よる 「正規 の決算書監査 の諸原則」 は,貸
借対 照表作成者に よる 「正規の簿記の諸原則」 の遵守 と同様 の意義を有 してい
ると主 張しているのであ る⑨。
この よ うに 「正規の決算書監査 の諸原則」 を 「正規 の簿記 の諸原則」 と同様
に不確定法概念 として とらえ る な ら ば,「正規 の決算書監査 の諸原則」 の犬部
分は,不 確定 な仕方でのみ,法 的に確定 され るとい うことにな る。法律が一般
条項(Generalklauseln)だけを含む とす るな らば,そ れは規制 を必要 とす る事象
のその時 々の発展に適合 され うる。 こ うした 「正規 の決算書監査の諸原則」 の
もつ 「柔軟性」(Flexibilitat)のうちに,事 象が急激 に変化す る場合には,大 き
な長所 が存在 してい る。例 えば,コ ン ピュー タに よる情報処理(EDV)の発展
があ る。 これは たえず監査に対す る要 求を変 えてきてい るのであ る。 しか し,
一定 の発展段 階にお い て は,「正規の決算書監査 り諸原則」 の内容的なで きる
だけ厳密な確定化 とい うものが既知 とな る とい うことが要求 され るのであ る。
つ ま り,「具体化」(Konkretisier皿g),「操作化」(Operationalisierung)もし くは
「客観化」(Objektivier皿g)の必要性 が存在 しているの であ る。 ドイツの職業実
践に とっては,1977年の経済監査士会議所の指令 と経済監査士協会 の専門意見
書 が重要 な具体化の例 としてあげ る ことが できるのであ る⑯。
さらに,「正規 の簿記の諸原則」 に類似 して,「上位の正規の決算書監査 の諸
原則」(obereG・A)'と「下位 の諸原則」(untereGoA)とに区別す る ことがで き
るとされている'e上位諸原 則は決算書監査すべて,ま たは,す べ ての決算書監
査 に際 して必要な部分過程 に対 して妥 当す る。 これに対 して,下 位諸原則は一
定の実在対 象の監査 もし くは一定 の監査 方法(例 えば内部統制システム)に 関係
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す るのであ るaD。
こ うした 「正規の決 算書監査の諸原則」 は,ま ず第一 の段で,監 査 人に向け
られ ているのであ る。そ して監査人 の行動は まさに この 「正規 の決算書監査の
諸原則」 に よって導かれ るべ きなのである。それは,監 査人 に,一 定 の行動 も
し くは怠慢 を規定 した り.ま たは禁止した りす るので,わ れわれ は 「正規 の決
算書監査 の諸原則」 の 「処方的意 図」(praskriptiveIntenti。n)とい う こ と を 口
にす ることができるの で あ る。つ ま り,「正規 の決算書監査の諸原則」 に よっ
て,監 査 人 の 「意 思 決 定 の 自 由」(Entscheidungsfreiheit)が「制 限 され る」
(eingeschrankt)ことにな るのであるom。
さて,こ うした 「正 規の決算書監査の諸原則」 を発見す る方法については,
「正規 の簿記 の諸原則」 の発見 に際 して と 同様 に,帰 納法 と演繹法 とい う二つ
の方法が適用 され てい る。
「正規の決算書監査の 諸 原 則」 が帰納的に発見 されなければな らない とい う
観点 に立てば,「正規の決算書監査 の諸原 則」 は,「正規の簿記の諸原則」 の帰
納的発見に類似 した形 で,決 算書監査の実施に際 して適用 され るべ き処 理方法
につ いての尊 敬に値す る,し か も正規の決算書監査人の見解か ら(ausderAns-
chauungehrbarerundordentlicherAbschluBprttfer)導出され うる。「正規の決算
書監査 の諸原則」 は,こ の場 合に おい ては,た だ,記 述的な機能を もつにす ぎ
ないのであ る。 したが って,そ れは監査実務におけ る統計的調査に よって確認
され るぺ き もの となる⑬。
経済監査士協会はその専 門意見書(1/1967)(Grundsatze・rdnungsmaBigerDur・
chf6hrungv・nAbschluBprtifungen)をま とめ る際に,主 として,帰 納的に処理す
ることを企 てた,と い うことについ ての指摘があ る。例えぽ,シ ュ ナ イ ダ ー
(K.Schneider)は,専門委員会の議長 として,1967年の論文 においてaal,「正規
の監査実施 の諸原則」(Grunds5tzeordnungsmaBigerDurchfUhrungvon'AbschluB・
prUfungen)は検証 され た そ し て 承 認 され た原則が存 在 している場合には じめ
て まとめ るこ とがで きるとい うこと,そ してs'そこでは,理 論的に理 由づ け る
ことので きる公準 の提 示が問題 とな るめではな くて,保 証済み のそ して信用で
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きる見解の棚卸(BestandaufnahmegesicherterundbewahrterAuffassungen)が重
要にな る,と 述べ てい るのであ る⑮。
「正規 の決算書監査 の諸原則」 の帰納的発見 とならんで,あ る い は,そ れの
代 りとして,「正規 の簿記の諸 原則」 につ いて と 同 様 に,演 繹的な発見 が問題
とな る。 「正規 の決算書監査の諸原則」 に よ っ て要請 され てい る処理お よび取
扱方法が,個 々の事例において,決 算書監査の対象につ いて,決 算書監査 の 目
的設定に よって規 定 され た事実 に即した判断形成をす ることにつなが るとす る
ならば,常 に,「正規 の決 算書監査の諸原 則」 とい う ことを 口にす ることがで
'
きるはず であ る。そ こか ら,「正規の決算書監査 の諸原則」 の確定 のためには,
それ ら諸原則は,演 繹に よって,つ ま り 「熟考」(Nachdenken)によって発見 さ
れ るべ きであ るとい うことにな る。そ の際,ア ー ドラー/デ ュー リン ク/シ ュ
マル ツが 「正規 の簿記 の諸原則」 に対 して強調 してい るよ うに,当 然,そ れ ら
の実現の実践的な可能性 とい うものが考慮 され るべ きであろ う。その際の 「意
思決定 補助」(Entscheidungshilfen)として,法 律 と判決,経 営経 済学 の認識,専
門文献,職 業 団体 の立場,な らびに,(決 算書監査の)実 務 も考慮 され,し か も,
こ うした傾向が,最 近,優 勢 となってきてい る,と い うことが指摘 され ている
のであ る個。 とい うの も,「帰納的方法は新 し く登場 してきた問題 に対す る処
理方 法を与 える可能性 を何 ら提供 しない町 からなのであ る。 しか しながら,
「正規の決算書 監査 の諸原則」 の演繹的発見方法 も特殊 な適用 の困難 さ とい う
ものか ら免れ ていないのである。そ の うちの二つの点を 以下であげてお くこと
にす る。す なわ ち,
i)現 代の意思決定関連 的 経 営 経 済 学(diemodemeentscheidungsbezogene
Betriebswirtschaftslehre)は,目標が明確に述べ られてい な い か,あ るいは
目標複合体 の うちの追求 され るべ き個別 目標がそれ 自体矛盾 している とす
るな らば,そ れ 故,そ の解決に対 して何 らのアル ゴ リズムも提示 され てい
ない 目標対 立が存 在す る とす るならば,与 え られた 目標 システムから一意
的な行動公 準(eindeutigeVerhaltungspostulate)は必ず しも演繹 されえない,
とい うことを示 したのであ る。そ して,
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ii)監査 目標 から処理方法を疑 いな く演繹す るこ とは,処 理方法 とそれ に帰
算 され るべ き 目標達成度 との間 の関係が既知 とな ってい るとい うこと,す
なわ ち,そ れぞれ の監査状況において一定の監査 行動を とるかあ るいは断
念す ることが監査 目標 の達成 に どの よ うな影響 をお よぼすか とい うことに
つ いての情報 が存在 してい るとい うことを前提 としてい るのであ る。 しか
し,・こうした情報を提供 し うる ような十分に言明能力を有 す る監 査 理 論
(hinreichendaussagekraftigePrtifungstheorie)とい うもめは存在 していないの
である⑬。.
ここに,今 日,.監査 理論の構築が要請 されてい る'背景があ るといえるのであ
る。
(1)vonWysocki,Klaus,GruRds5tzeordnungsmaBigerBilanzierungundPrttfung,
`
in;Wirtschaftsprtifungheute:EntwicklungoderReforirn?,a.a.O.,S.176.
②R廿ckle,Dieter,Grundsatzeordn皿gsmaBigerAbschltiBprafuhg,in:Hand・w6rter・
buchderRevision,a.a.O.,Spt.555.
(3)Ebd.,Spt.555.
(4)Egner,He品ing,Prロfmgstheor輌e,verhaltensorientierterAnsatz(Syllog▲stischer
Ansatz),in:Handw6rterbuchderRevision,a.a.0.,Spt.1293-1294.
{5)Ebd,,Spt.1294.
(6)Ebd.,Spt:1294.
(7)ROckle,Dieter,Grundstitzeordnungsm5BigerAbschluBprtifung,垣:Handw6rter・
buchderRevision,a.a.O.,Spt.555-556.
(8)vonWysocki,Klaus,GrundsatzeordnungsmaBigerBilanzierungundPrtifung,
in:WirtschaftsprUfungheute:Entw輌cklungoderReform～,a.aO.,S.176.'・
{g)Ebd.,S.176-177.
⑩Rifckle,Dieter,GrundsatzeordnungsmaBigerAbschluBprtifung,in:Handw6rter・
btichderRevision,a.a.0.,Spt.559.
ωEbd.,Spt.556.'
0②Ebd↓,Spi.'557.
⑬vonWys『cki,Klaus,Grunds5tzeordnungsmaBigerBilanzierungund.Priffung,
in:Wirtschaftspr直fungheute:EntwicklungoderReform?,a.a.0.,S.177.
⑭Schneider,K∴Zur'Ver6∬entlichungderGrunds5tzeordnungsm5BigerDurch・
fohrungvonAbschluβprtifungendurchdasInstitutderWirtschaftspr菰fer,WPg
100『 明 大 商 学 論 叢 』 第68巻 第3～7号(1986年2月)(290)
1967,S.141.
㈱vonWysocki,Klaus,GrundSatzeordnungsm6BigerBilanzierungundPrtifung,
in:Wirtschaftsprafungheute:EntwicklungoderReform?,a.a.0.,S.177.
征⑤Ebd.,S.177-178.
aりEbd.,S.179.
㈱Ebd.,S.179.
V監 査理論の展開とその背景
監査理論 の展開については,こ れ まで,例 えば行動科学的 ア プローチか らの
試みはみ られ るものの,包 括的な監査理論は まだ構築 され ていない と考え られ
ているω。 しか し,以 上 にみた ご と く,今 日の西 ドイッにおいては,言 明能力
を有 した監査理論 の登場 が要請 され てい る こともまた事実であ る。 ここでは,
そ うし,たい くつかの試み を取 り上げ てみ る ことにす る。 しヵ・し,そ の内容につ
いての検討は別稿を予定 してい るので,こ こでは,簡 単 な概観 に とどめてお く
ことにす る。
1.経 験 的 ・認 知的 監 査 理 論(empirisch-kognitivePrttfungsthe。rie)
経 験 的 ・認知 的 監 査 理 論 の 展 開 の 基 礎 に は9法 則 論 的 仮 説」(n・mol・gjsche
Hypothesen)が据 え られ て い る。 この仮 説 は 考 察 され る事 象 の 決定 要 素 とし て
の対 象 領域 に お け るf構 造 的不 変数 」(struktuelleInvarianzen)を把 握 し,か つ
これ の説 明を 可 能 にす るの であ る。 そ して,こ うした 仮 説 の も とに,監 査 を一
定 の社 会 的 ・文 化 的 に特 徴 づ け ら れ た 相 互 作 用 関 係(sozi・-kulturellgepr5gte
Interaktionszusammenhtinge)に即 し て とらえ,そ れ が 推 計 的(確 率的)言 明 とし
て,す な わ ち,「 一 般 的 な 確率 言 明」(generelleWahrschelnhchkeitsaussagen)と
し て表 明 され る場 合 に の み,生 き残 りの機 会 を もつ と され る の であ る。 この経
験 的 ・認 知 的監 査 理 論 は 監 査 の 領 域 に お け る一般 的 に特 徴 づ け られ た 諸条 件 に
処分的性格を もつ一定の特質を書 き加え,そ こに一定 め客観的 に関係 し うる出
来事を一定 の確 率 で因果的に(kausal)ひき起 こさせ るのであ る。 しか し,そ う
したものをもってしては,監査領域における具体的な個別の出来事を説明した
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り予言 した りす ることはで きないのであ って,た だ,一 定 の出来事の相対的頻
度について何かを説 明 もし くは予言 し うるにす ぎない とされてい るので あ る{2)。
2.準 監査理論(Quasi・Prufungsthe・rie)
準監査理論において叙述 され る言 明は,原 理上は,法 則論的言 明ほ ど情報伝
達力は もっていないが,一 定 の空 間一時聞一領域(aufbestimmteRaum-Ze」t-
Gebiete)一と りわけ ドイツの監査制度に 限 定 し て一 妥当性を有す るのであ
る。そしてここで叙述 された一定 の空間一 時間一領域 に限定 され た監査 に関す
る不変値(lnvar三anzen)が,さらに 一 般的 な法則に還元 され る ことに よって,
基 本的 な時 ・空的関連が消滅 して,経 験的 ・認知的監査理論が成立 して くるの
であ る。その意味で,こ れは準監査 理論 といわれ るのであ る〔3)。
3.規 範的 監 査 理論(n・rmativePriifungsthe・rie)もし くは監 査 哲 学(Prtifungs-
philosophie)
この基 礎 に は,一 定 の 要請 され る 「在 る べ き 状 態 」(Soll-Zustand)とい う意
味 で の監 査 現 実 を形 成 す る とい う意 図 が あ り,ま た,そ れ に し た が った 提 案,
それ も監 査 過 程 の形 式,監 査 制 度,職 業 原則 等 に対 す る提 案 を お こな うとい う
意 図 があ るの で あ る。 こ うした 試 み の基 礎 には 「下 部 構 造 と して の監 査 技 術」
(PrttfungstechnologiealsUnterbau)の研 究 が必 要 と され る こ とは い うまで もな い
こ とで あ るω。
4.行 動 科 学 的 監査 理 論(VerhaltenswissenschaftlichePrtifungsthe・rie)
これ は,人 間 行動 の説 明に努 力 し,か つ そ の認 識 を 「経 験 的 な社 会 研 究 の水
準 に 基 づ い て」(anhandderStandardsderempir三schenSozialforschung)経験 的 に
検 討 し よ うとす る もの で あ る。 そ こで は,監 査 は 一 定 の 相 互作 用 に 参 加 して お
り,か つ また,そ れ に よ って影 響 を うけ て い る人 々の 行 動 の結 果 とし て解 釈 さ
れ るの で あ る⑤。
こ うした 立場 か ら,こ れ まで 監査 理 論 に お い て等 閑 視 きれ て きた.「多 人 数 に
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よ る監 査(チ ー ム監査)に お け る 集 団 的 な 判 断 形成 過 程 」(k・11ektiveUrteilbil・
dungsprozessebeiMehrpersonenprttfungen(Teamprtifungen))の分 析 を考 慮 し て,
研 究 は,個 人 内部 の過 程 と個 人 相互 間 の 相 互 作用 過 程 を理 論 的 に 把 握 す るた め
に,そ れ ぞれ の 「状 況 的 文脈 」(situativerKontext)におけ るそ れ に 参 加 し て い
る監査 人 の 「実 際 の 行動 」(tatsachlichesVerhalten)に結 び つ け られ な けれ ば な
ら な い こ とに な る。 さ らに,こ れ は 異 な る国 または 文 化 圏 に お い て も妥 当す る
監査理論 の展開に道 を拓 く可能性を有 してい るといわれ てい るのであ る(6!g
5.測 定論的監査理論(meBthe・retischePrttfungsthe・rie)
これは,監 査を常 に 「規準一 実在一比較」(S・ll-lst-Vergleich)とし て 理解
し,ま た この 「規準一実在一 比較」 の結果が監査人 の判断形成 のための基礎 と
な る とい う考 え方か ら出発す る。 したが って,こ こでの研究 お よび言 明領域は
次 の よ うにな る。
i)実在対 象(監 査対象)の 特徴の把握(測 定)。
∬)規 準対 象の特徴を監査 規範 から導 出す ること(規準対象の測定)。
垂)実 在対象 の特徴 とそれ に関す る規準対 象の特徴 との比較。
iv)規準対象 と実在対象 のそれぞれの特徴 の差異を,場 合に よっては範囲 と
方 向にしたが って,測 定す ること。
v)こ の測定 され た差異 を,監 査対象につ いての個別 のもし くは全体 の判断
形成 のために用い るこ と。
しかし,実 在対 象の特徴 の測定 とい う問題 と規準対象を規範か ら導出す ると
い う問題は,「監査 におけ る規準一 実在一比較」 とい うモ ッ トー の枠内で詳細
に取扱われ るので,測 定論的監査 理論においては,次 の ことに 限 定 され る{7)。
すなわ ち,
i)単純 な監査の枠内での個 々の実在対象についての監査判断形成の測定技
術的基礎の陳述。
U)複 雑な監査領域についての全体判断 の形成 の測定論的基礎 の陳述。
血)間 接的な監査判断 の測定技術的分析。
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iv)サンプ リン グの利用 に基づ く監査判 断の測定技術的分析,で ある。
ところで,監 査は,通 常,た だ一つ の 「規準一実在一比較」か らなるのでは
な くて,多 数のその よ うな 「規準一 実在一 比較」か らなる。 もしその よ うな場
合において,全 体 の監査複合体についての全体判断が形成 され るべ きであ ると
す るな らば,個 々の監査対象について下 され る個別判断が,マ トリックス形式
を用 いてか,あ るい は 「監査連鎖」(Prtifungsketten)とい う形 で,全 体判断 と
い うものに凝縮 され るのであ る{8}。
この測定論的監査 理論は,監 査行動を差異測定(Abweichungsmessung)の特殊
形態 とみな して お り,こ うしたア プロウチに よって,監 査人の判断形成に際 し
ての多数の論 理的関連(sachl・gischeZusammenhange)を分析 しかつ説明す るこ
とには成功をお さめたのであるが,し か し,監 査人 の実際の行動様式 につい て
は何 らの言明 ももた らさない,と い う批判 が加 えられ てい るのであ る⑨。
6.ゲ ーム理論的監査理論(spielthe・retischePrtifungstheorie)
これは,対 立状況 を解決す るもの としてのゲー ムの理論を基 礎に して,帳 簿
監査を,監 査 人 と帳 簿記入者 または貸借対 照表作成者 との間の対立状 況 として
とらえ,簿 記 または貸借対照 表 た 含 まれ る誤 謬一一 これは正規に(ordnungs・
m5Big)に記帳 され なか った り貸借対 照表に計上 されなか っ た よ うな取 引 とい
う意味で解 され る一 の発見 もし くは 暴露 がゲー ムとみな され るのであ る。簿
記(ま たは貸借対照表)に 含 まれ る誤謬 がゲー ムの総和 とな り,監 査人はそ こに
含 まれ る誤謬を できるだけ多 く見つけ 出す よ うな監査戦略を適用す るよ う努力
しなければな らない。 これ に対 して簿記をつけ る者は,含 まれ る誤謬ので きる
だけ多 くを発見 されない よ うにす る戦略をたて るであろ う。 この ようにみ ると,
帳簿監査は 「二人ゼ ロ和 ゲーム」(Zweipersonen・Nul!summenspiel)としてとらえ
る ことがで きるのである。 これはマ トリヅクスで明瞭に叙述す ることができ る
とい う長所 を もつ一方,多 人数の ゲー ムの場合には,代 数的 に表現 され うるに'
す ぎない とい う欠 点を もつのであ るan。
104r明 大商学論叢』第68巻第3～?号(1986年2月) (294)
7.行 動 指向的監査理論(verhaltens・rientiertePrtifungsthe・rie)
ここでは,監 査 人の判断形成の過程一 つ ま り監査人の思考過程 と意思決定
過程 とが,「三段 論法」(Syllogismus)を用いて解 明され て い る。 これを形式的
に示せば次の よ うになる仰。
大前提(上 位命題):法律,理 論,理 論的仮 定。
小前提(下 位命題):判断 され るべ き事象についての直接的な言明。
結 論(結 語):主 張 され る判断。
こ うした推論過程を監査領域にあ てはめてみ る と次 の よ うな関係が成 立す
る⑫。
上位命題:取 引が発生 日順に きちん と記帳 されていない と し ば しば 誤 謬
(不正)が 生 じる(経験法則)。
『下位命題:金 庫のな か に は 「伝票経済」(Zettelwirtschaft)カミ支配している
(事象についての単称言明:発生日順に記帳されていない)。
結 論:現 金帳簿には(お そらく)記帳上 の誤謬(不 正)が 含 まれてい る。
この理論はいわ ば三段論法の論理を用 いて,監 査人の思考 と行動 さらには判
断形成過程 を解明 しよ うとす る もの といえる。
8.シ ステム論的監査理論(systemtheoretischePrttfungstheorie)
これ は,シ ステム論あ るいは サ イバ ネテ ィックスの考え方を基 礎にして,監
査 と統制を含む上位概念 として監視(Uberwachung)なる概念を設定 し,監 査過
程を記述 し,説 明し,予 測し,そ して形成 し よ うとす るものであ る。 と りわけ,
監査過程の形成 につ いては,フ ィー ド・バ ック過程が問題 となる。 この監視 と
は,状 態 もし くは過程 が規範に したが って実行 されたか,ま たは規範 にそ って
お こなわれたか ど うかを,そ れに よ.って確認 し よ うとす るすべての方策を含む
多段階的 な情報一 お よび意思決定過程 である とされてい る。 その際,監 査情
報の発見,加 工お よび伝達 の過程が重要 とな る。 この監視 とい う概念一 これ
は実在状態 と規準状態 との比較 の過程を含んでい るのだが一 は,監 査理論 に
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お い ては,上 位概 念 と して用 い られ,そ れ には 監 査(Prlifung)と統 制(Kontrolle)
とい う概 念 が従 属 し てい るの で あ る。
そ うした 監 視 シ ス テ ム と し て は,例 えば,次 の よ うな もの が 提 案 され て い
るam。
"勘定記入 8
という
部分課業
1.
証患作成
という
部分課業
狭義の勘定記入
監視
"勘定記ズ という部分課業(任務)
の内部での職能区分(分担)
証 駅 にもとつ く)
勘定記入
狭義の証愚
監視
"証患作成"という部分課業
内部での職能区分(分担)
≡ 二7-一'一「
実 際 の事 実 に
つ いて の情 報
(=取 引)
_一.___一 一_一_」
このように,今 日の西 ドイツにおいては,監査理論が多様な形をとりつつ展
開されているのである。これらの個々の理論の内容についての検討は別の機会
に譲ることとして,こごでは,そのような多様な理論が展開されている背景に
ついてふれておきたい。
まず第一に,株式法第149条が評価規定に関して種々の異なる解釈を許して
いる点をあげることができる。それは,株式法第149条における立法者の期待
範囲がどの程度のものであるかが不明であることに関連しているのである。す
なわち,それは立法者が,貸借対照表作成目的一 とりわけ 「資本維持目的」
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(Kapitalerhaltungszweck)と「情報伝達 目的」(lnformationsvermittlungszweck)一
について明確に決定 しなか った ことに関連 してい るのであ る⑭。
第二に,株 式法第149条が今 日の貸借対照表作成に著しい影響を与えている
新 しい会計実務一 例 えば,年 金引当金や リースに関す る実務一 に十 分に対
応 しえな くな って きてい ることが指摘 されてい る。すなわち,現 行法の もとで
は,年 金 引当金を貸借対照表に計上す る義務は何ら存在 しないのであ るが,し
か し,そ れは,「 われわれ の株式会社の表示 されている 自己資本金の,平 均 し
て,ほ ぼ四分の一に も達す るよ うな負債を年次決算書 に含め る必要がない とい
うこ とを受入れ る岡」 とい うことを意味 してい るのであ る。 また,リ ース契約
``
を貸借対照表にかかげ るとい う問 題 も,「立法者が これ までそのままに してお
いた問題 であ る。 第149条に もとついて,フ ァイナンス ・リースに関 して,法
の改正に導いて行 こ うとす る職業上の立場 か らの努力は,議 論をひ き起 こした
ままにな ってい る㈹」 のであ る。 こ うした新 しい実務 とそれに関連す る監査上
の問題 が,監 査制 度の再検討 を促す要 因の一つ にな ってい るといえ るのであ る。
第三に,立 法 者が経済監査士 の独立 性の制度的保障(inst輌tutionelleSicherung
einerUnabhangigkeitdesWirtschaftsprtifers)を断念 した とい うことGn,そして第
四に,こ うした状況 のなか で,独 立性の確保 と 「正規 の決算書監査 の諸原則」
,または 「正規 の経 済監査 の諸原則」 の確立 が ことさらに要請 されているω,と
い うことを指摘す ることができる。
こ うした背景 の もとで,今 目,監 査理論 の多様な展開が要請 されてい るとい
え るの であ る⑲。
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